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研究成果の概要（和文）：東日本大震災発災後1年間に誕生し、岩手・宮城・福島の甚大被害地域で育つ子ども
と保護者223組の協力を得て子どもの認知発達・行動上の問題、母親のメンタルヘルスの実態とそれらの関連に
ついて3年間にわたりコホート調査を行った。初年度、子どもの認知発達や語彙発達に遅れを認め、母親の精神
医学的評価では約35％が何らかの精神疾患に該当し、子どもの語彙発達と母親の精神疾患には有意な関連があっ
た。母親の抑うつ傾向と子どもの行動上の問題も明らかな関連を認めた。ハイリスク児・家庭には保育所や相談
機関と連携して支援を行いその後の追跡調査では子どもの認知・語彙発達、行動上の問題ともに明らかに改善す
る傾向が見られる。

研究成果の概要（英文）：We conducted a 3-year cohort study to investigate children's cognitive 
development, behavioral problems, maternal mental health, and the associations between them. 
Participants were 223 children born within 1 year after the Disaster and their parents living in the
 most seriously devastated areas of Iwate, Miyagi and Fukushima.
 In the first year, delays were recognized in children's cognitive and vocabulary development, while
 approximately 35% of mothers were likely to show some mental illness, revealing the clear 
relationship between child's vocabulary development and maternal mental illness. Also, the 
association between maternal depression and child's behavioral problems was significant. We gave 
supports for high-risk children/families, in cooperation with kindergartens and counselling 
services, and in the follow-up studies, a clear tendency towards improvement has been observed in 
the children's cognitive and vocabulary development, as well as behavioral problems.

研究分野：児童精神医学

キーワード： 東日本大震災　発達障害　早期発見・早期支援　母子メンタルヘルス　行動障害

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 これまで調査されたことのなかった「大災害を直接経験していない子ども」の発達やメンタルヘルスの問題に
おいて、被災の影響によると考えられる認知や語彙の発達の遅れ、行動上の問題の遷延などが見られ、それらは
母親のメンタルヘルスの問題と密接に関連することが明らかとなった。
 大災害後には、直接被災した子どもはもちろんだが、震災後に生まれた子どもにも長期的な発達支援と見守り
が必要であり、母親や家庭への手厚い養育支援を継続することが肝要かつ不可欠であることが示された。



１．研究開始当初の背景 

東日本大震災とそれに伴う原発事故から５年以上が経過し、復興が進む地域と一向に進捗し

ない地域の二極化が進み、建物などのハード面の復興と、住民および家族の精神的なリカバリ

ーの程度には乖離が見え始めている。そのような不安定さに最も影響を受けるのは子どもたち

である。実際、被災地で医療的・福祉的支援にあたる実務者からみて、「落ち着かない子ども」

「震災で受けたトラウマを未だ抱えている子ども」は少なからず存在し、その家族も途方に暮

れた状態におかれている。そのような子どもたちが通う保育所や幼稚園では、保育士や教諭が

懸命に関わろうとしており、このような傾向は震災被害の大きかった岩手・宮城・福島の沿岸

地域で顕著な傾向を示すことが複数の児童精神科医から報告されている（特に福島県では原発

事故による被害及び混乱が継続しており更に状況は複雑である（八木, 2014: 桝屋, 2014））。 

 大災害の影響は社会的弱者に特に深刻であり(McLaughlin KA,2009)、被災地域の子どもたち

の発達には顕著な影響が及ぶと考えられるが、そのような子どもたちや家庭に対する介入研究

はほとんど実施されておらず、長期縦断的な介入効果評価も行われていない。 

以上の背景から、本研究は東日本大震災の被災 3県(岩手・宮城・福島)において長期縦断的

介入研究（特にハイリスクな子どもと家庭）を実施しつつ、将来の大災害に備え、どのような

介入がどのようなタイミングで必要かというエビデンスを蓄積し、子どもや家庭への治療的介

入のモデル形成をめざす。 

 

２．研究の目的 

東日本大震災から 5年が経過し、被災地域では、震災後に誕生した（震災を直接経験してい

ない）子どもにおいて顕著な行動と情緒の問題を示すケースが目立ち始めている。このことは、

本人の発達的問題とストレスの累積が多因子的に絡み合い、問題が複雑化・悪循環する可能性

が推察されるが、震災被害の大きかった岩手・宮城・福島の 3県では、専門的な支援が慢性的

に不足している。本研究の目的は、喫緊性の高い被災地での長期縦断的介入研究を実施しつつ、

将来の大災害に備え、子どもや家庭への治療的介入のモデルを形成する必要性を背景として、

①震災後に生まれた子どもたちを対象として、その発達の状態を把握し、ハイリスクな状態に

ある子どもに多層的かつ専門的な支援を実施すること、②長期的な支援により、縦断的に子ど

もやその家族の変容を評価し、どのような子どもたちに、どのような支援が効果的なのかを明

確にする、ことである。 

 

３．研究の方法 

1）対象：東日本大震災の被災 3県（岩手・宮城・福島）の保育園に通園する子ども(3-5 歳児)

とその保護者、および保育園保育士（各県 100 名） 

2）調査と支援：質問紙による調査と構造化面接調査を実施し、ハイリスクな子どもたち、特に

震災の二次被害を受けている可能性が高い、顕著な行動や情緒の問題を示す子どもたちを検出

し、保護者、学校・園、教育委員会担当者らと協力の上、介入プログラムに沿って継続的支援

を実施していく。その際、子ども対象の介入プログラム、保護者対象の支援プログラム、保育

園の先生向けの支援プログラムに分け、多領域で子どもと家族を支援できるようにする。 

3）研究の全体デザイン：約 12年にわたる縦断的追跡・介入研究であるが、本研究は平成30年度まで

である。 
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４．研究成果  

＜H28＞ 

岩手・宮城・福島 3県の震災被害の著しかった地域における 69か所の保育所から研究協力が

得られ、文書と口頭での説明により研究に参加する親子をリクルートした。岩手 87 組、宮城

74 組、福島 62組、計 223 組の研究参加同意が得られ、29年 3 月までにベースライン調査（ア

ンケート調査＋面接調査）を実施し、220 組の回答が得られた。子どもの発達検査の結果の概

要について、調査当日に実施担当者（臨床心理士）から保護者にフィードバックした。保育士

にもアンケートを実施し、参加児の発達やメンタルヘルス、被災状況、家庭環境などについて

包括的な視点からのデータを得た。面接調査に際し、保護者や保育士から子どもの発達や育児

についての相談が寄せられた場合には、児童精神科医か臨床心理士が対応した。 

ベースライン調査の結果の概要を各保育所にフィードバックし、児童精神科医による養育支

援・指導を実施した。 

ハイリスク児・ハイリスク家庭の選定基準（次の 4つの項目の、いずれか２つ以上を満たす

群をハイリスク（介入群）とする。 ①認知発達検査で、6 点以下が 3 つ以上、②CBCL または

TRF の総得点が臨床域、③親の MINI 面接で引っかかる、④M-chat, SDQ（TDS）、その他気にな

る項目がある）を設け、各県ごとに、基準に従ってハイリスクの親子のフォローアップを実施

し、必要に応じて地域の医療機関や療育機関などに紹介した。 

調査の進捗状況やパイロット調査で得られた結果について、平成 29 年 5月 20-21 日に宮城県

仙台市において開催された日本トラウマティック・ストレス学会でシンポジウムを企画し発表

した。分担者会議を 2回、拡大班会議を 1回開催し情報を共有した。 

＜H29＞ 

前年度のベースライン調査に引き続き第 1回目の追跡調査を行い、岩手・宮城・福島の 3県

212 名の子どもに知能検査（WISC-Ⅳフルセット）を実施し、保護者にはアンケートと面接によ

る聞き取りの調査を行った。捕捉率約 90％でデータセットが蓄積された。 

支援としては、4 歳児時点で明瞭な認知発達の遅れが認められた子どもに対して、検査結果

の丁寧なフィードバックおよび養育相談を実施し、保護者から要望があった場合には、就学の

参考資料として詳細な WISC-Ⅳの結果報告書を提供した。また、深刻な精神科的問題を抱えた

保護者については医療機関への紹介を確実に行った。 

これまでの統計解析において、子どもの認知発達の遅れや行動・情緒の問題と、保護者の MINI

による精神疾患罹患率には相関が認められ、特に言語発達の遅れは顕著であった。WISC-Ⅳの検

査結果の分析で、ベースライン調査結果からの IQ平均値（換算）の改善を認めた。 
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研究成果は①各県ごとに参加協力保育所や市町村への研究結果報告会、②第 16回トラウマテ

ィック・ストレス学会（2017 年 6月、東京）シンポジウム、③アジア児童青年精神医学会（同

年 8月、インドネシア）において報告した。④岩手県盛岡市において「みちのくこどもコホー

ト研究シンポジウム」を開催し（2017 年 11 月 11 日）、地元紙（岩手日報）・全国紙（朝日新聞）

にも取り上げられた。⑤本研究の趣旨説明と意義の周知、参加協力者へのフィードバックおよ

び双方向コミュニケーションの活性化のため、ホームページを開設しニューズレター等随時情

報を更新している。http://www.miccageje.org/  

<H30> 

東日本大震災後に誕生し、直接の被災体験のない、激甚被災地在住の子どもとその母親 223

組を対象として、子どもの認知発達や情緒・行動上の問題、母親のメンタルヘルスや被災体験

などについて 3年目の調査（第 2回追跡調査への参加は 179 組、補足率 80.3％）を実施した。 

ベースライン調査の結果において、発達の遅れが認められた子どもたちやメンタルヘルスの

問題に苦悩する母親ら、ハイリスク家庭に対して、保育所や地域の専門機関等との連携によっ

て支援を実施し、第 1回追跡調査結果においては、子どもの IQの平均値の改善が認められ、情

緒と行動上の問題（臨床域）を呈する子どもの割合も減じた。 

3 年目は子どもたちが小学校に入学し、保育所をベースとした集団が拡散したことから、調

査への参加のはたらきかけや会場の集約など、現地調査実施上の課題が多くなったことが、捕

捉率の低下につながったと考えられる。母子ともに改善傾向にある家庭が確実に存在する一方

で、母親へのインタビューにおいて、本調査に参加している児の兄弟・姉妹について相談され

ることも少なくなく、被災地で子どもを養育すること自体が不安など心理的負荷のかかるもの

であり、その影響を受けて苦悩する家庭との二極化の進行が懸念される。 

3 年目データの解析中であるが、母親のメンタルヘルス、特に MINI の結果は大きくは改善し

ておらず、この傾向は遷延することが予想されるため、相談支援の継続と介入効果の検証を進

める。これらの結果を受けて、大災害から数年後を見越した「子どものこころのケア」や「発

達支援」の計画においては、震災後に誕生した乳児とその家庭をも支援対象として含めておく

ことの重要性について提言していく。 
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